
参考１ 

国家公務員制度改革基本法（抄） 

 

 

 （目的） 

第一条 この法律は、行政の運営を担う国家公務員に関する制度を社会 

経済情勢の変化に対応したものとすることが喫緊の課題であることに 

かんがみ、国民全体の奉仕者である国家公務員について、一人一人の 

職員が、その能力を高めつつ、国民の立場に立ち、責任を自覚し、誇り

を持って職務を遂行することとするため、国家公務員制度改革につい

て、その基本理念及び基本方針その他の基本となる事項を定めるととも

に、国家公務員制度改革推進本部を設置することにより、これを総合的

に推進することを目的とする。 

 

 （改革の実施及び目標時期等） 

第四条 政府は、次章に定める基本方針に基づき、国家公務員制度改革 

を行うものとし、このために必要な措置については、この法律の施行 

後五年以内を目途として講ずるものとする。この場合において、必要 

となる法制上の措置については、この法律の施行後三年以内を目途と 

して講ずるものとする。 

２ 略 

 

 （労働基本権） 

第十二条 政府は、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及

び費用を含む全体像を国民に提示し、その理解のもとに、国民に開かれ

た自律的労使関係制度を措置するものとする。 

 

附 則 

 （地方公務員の労働基本権等） 

第二条 政府は、地方公務員の労働基本権の在り方について、第十二条 

に規定する国家公務員の労使関係制度に係る措置に併せ、これと整合 

性をもって、検討する。 

２ 略 

 

 

【注】 国家公務員制度改革基本法の施行期日 平成２０年６月１３日 

    （ただし、第三章の規定は、平成２０年７月１１日） 


